
上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

株 主 各 位

第89回定時株主総会招集ご通知
その他の電子提供措置事項(交付書面省略事項)

事業報告の「新株予約権等の状況」
事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
連結計算書類の「連結注記表」

計算書類の「株主資本等変動計算書」
計算書類の「個別注記表」

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）



株式会社オオバ2011年度新株予約権 株式会社オオバ2012年度新株予約権
発行決議日 2011年8月25日 2012年8月30日
新株予約権の数 11個 8個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　11,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　8,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり82,000円 1個当たり131,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2011年9月9日から
2041年9月8日まで

2012年9月14日から
2042年9月13日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　11個 新株予約権の数　　　　　　　 8個
目的となる株式数　　　　11,000株 目的となる株式数　　　　 8,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 0個
目的となる株式数　　　　　　 0株 目的となる株式数　　　　　　 0株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 0名

新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2023年5月31日現在）

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2011年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2012年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2013年度新株予約権 株式会社オオバ2014年度新株予約権
発行決議日 2013年8月29日 2014年8月28日
新株予約権の数 32個 41個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　32,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　41,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり172,000円 1個当たり314,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2013年9月13日から
2043年9月12日まで

2014年9月12日から
2044年9月11日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　32個 新株予約権の数　　　　　　　38個
目的となる株式数　　　　32,000株 目的となる株式数　　　　38,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 3個
目的となる株式数　　　　　　 0株 目的となる株式数　　　　 3,000株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2013年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2014年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2015年度新株予約権 株式会社オオバ2016年度新株予約権
発行決議日 2015年8月27日 2016年8月25日
新株予約権の数 26個 42個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　26,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　42,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり471,000円 1個当たり332,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2015年9月11日から
2045年9月10日まで

2016年9月12日から
2046年9月11日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　24個 新株予約権の数　　　　　　　39個
目的となる株式数　　　　24,000株 目的となる株式数　　　　39,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 2名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 2個 新株予約権の数　　　　　　　 3個
目的となる株式数　　　　 2,000株 目的となる株式数　　　　 3,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2015年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2016年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2017年度新株予約権 株式会社オオバ2018年度新株予約権
発行決議日 2017年8月24日 2018年8月28日
新株予約権の数 53個 51個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　53,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　 51,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり434,000円 1個当たり538,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2017年9月14日から
2047年9月13日まで

2018年9月13日から
2048年9月12日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　50個 新株予約権の数　　　　　　　48個
目的となる株式数　　　　50,000株 目的となる株式数　　　　48,000株
保有者数　　　　　　　　　　 2名 保有者数　　　　　　　　　　 3名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 3個 新株予約権の数　　　　　　　 3個
目的となる株式数　　　　 3,000株 目的となる株式数　　　　 3,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2017年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2018年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

－ 4 －



株式会社オオバ2019年度新株予約権 株式会社オオバ2020年度新株予約権
発行決議日 2019年8月27日 2020年8月28日
新株予約権の数 64個 61個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　64,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　61,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり531,000円 1個当たり729,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2019年9月13日から
2049年9月12日まで

2020年9月17日から
2050年9月16日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　61個 新株予約権の数　　　　　　　55個
目的となる株式数　　　　61,000株 目的となる株式数　　　　55,000株
保有者数　　　　　　　　　　 4名 保有者数　　　　　　　　　　 4名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 3個 新株予約権の数　　　　　　　 6個
目的となる株式数　　　　 3,000株 目的となる株式数　　　　 6,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 2名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2019年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2020年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2021年度新株予約権 株式会社オオバ2022年度新株予約権
発行決議日 2021年8月26日 2022年8月26日
新株予約権の数 640個 863個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　64,000株
（新株予約権1個につき100株）

普通株式　　　　　86,300株
（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 1個当たり80,300円 1個当たり60,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり100円
　　 （1株当たり1円）

権利行使期間 2021年9月16日から
2051年9月15日まで

2022年9月15日から
2052年9月14日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　565個 新株予約権の数　　　　　　755個
目的となる株式数　　　　56,500株 目的となる株式数　　　　75,500株
保有者数　　　　　　　　　　 4名 保有者数　　　　　　　　　　 5名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 75個 新株予約権の数　　　　　　108個
目的となる株式数　　　　 7,500株 目的となる株式数　　　　10,800株
保有者数　　　　　　　　　　 3名 保有者数　　　　　　　　　　 4名

  （注）1. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2021年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

           2. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2022年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2022年度新株予約権
発行決議日 2022年8月26日
新株予約権の数 　　　　　　　　　　　 507個

新株予約権の目的となる株式の種類と数  普通株式　　　　　50,700株
　　（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 1個当たり60,000円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2022年9月15日から
2052年9月14日まで

行使の条件 （注）

使 用 人 等 へ の
交 付 状 況 当 社 使 用 人

新株予約権の数　　　　 507個
目的となる株式数　　50,700株
交付者数　　　　　　　　19名

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

（注）１. 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
２. 新株予約権者は、株式会社オオバの執行役員及び理事の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
３. その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2022年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当する事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（業務の適正を確保するための体制）
当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
ⅰ. 当社及び当社子会社の全ての役職員は、「役職員行動規範」及び「コンプライアンス規程」に従い、法令
及び定款を遵守し、高い倫理観を堅持して適正に業務遂行にあたる。

ⅱ. 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、法令義務違反が発生した場合または発生する恐れのある場合
は厳正な調査を行い、客観的な事実関係を見極め、その問題点及び責任の所在を明確にしたうえで、適切
な処理方法の選択に努めるとともに、再発防止を図る。

ⅲ. 当社は、内部通報制度を整備し、全ての役職員の職務執行における法令義務違反について早期発見と是正
を図る。

ⅳ. 取締役会は、その決議をもって、法令や定款に定める事項、業務執行の意思決定を行うとともに、取締役
の業務執行を監督する。

ⅴ. 監査役は、取締役会への出席や監査役監査により取締役の職務執行を監督し、法令や定款に違反する事態
を防止するよう努める。

ⅵ. 内部統制室は、「内部監査規程」に基づき内部監査を適切に実施し、当社及び当社子会社の業務が、法
令、定款に準拠して適切に実施されているかを定期的に監査し、経営の健全性及び効率性の向上を図る。

② 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ⅰ. 当社は、取締役会議事録や重要事項に関する稟議書等の取締役の職務執行に関する情報（文書または電磁

的記録）について、法令及び「文書管理規程」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を行う。
ⅱ. 当社は、「情報セキュリティ基本方針」を定め、これに従って情報セキュリティの向上に努める。
ⅲ. 個人情報に関しては、「個人情報保護方針」に従って保有する個人情報の適切な取扱い、保存及び管理を

行う。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社及び当社子会社の業務遂行に伴うリスクについては、当社グループ全体の「リスク管理基本規程」を定
め、当社グループに関わるリスクの識別、分析、評価に基づき適切な対応を行う。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ. 当社は、原則として月1回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令や定

款に定める事項、業務執行の重要事項に関する決議を行う。
ⅱ. 当社は、各組織の職務分掌と各職位の責任と権限を「組織・業務分掌・職務分掌及び職務権限規程」によ

り明確化し、業務の組織的かつ能率的な運営を図る。また、執行役員制度を導入し、経営の迅速化を図
る。
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⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（子会社の取締役
等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を含む）
ⅰ. 当社は、グループ経営における業務の適正かつ効率的運営を確保するため、「役職員行動規範」を定めて
いるほか、当社子会社の経営意思決定に係る重要事項については、稟議手続きを通じて当社に報告され、
当社の取締役会において審議決裁が行われる。また、「内部通報に関する規程」を定め、当社及び当社子
会社の役職員からの相談・通報の窓口を設ける。

ⅱ. 当社は、グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の構築、評価及び報告に
関して適切な運営を図り、必要な是正を行う。また、当社子会社の経営基本事項に関する指導及び管理、
その他重要事項の処理及び調整を行い、グループとしての総合的な発展を図る。

ⅲ. 当社は、グループ連結予算に基づく業績管理により、子会社の業務執行の状況を適切に把握、管理する。
ⅳ. 当社は、グループの反社会的勢力排除に向けた基本方針として、「反社会的勢力対策規程」を定め、周知

徹底を図る。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の設置について、監査役から要請があった場合は、速やかに適切な
人員配置を行う。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
ⅰ. 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役の指示した業務について

は、必要な情報の収集権限を有し、監査役以外の者からの指揮命令は受けない。
ⅱ. 監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動・人事評価等については、あらかじめ監査役会の同意を要す
る。

⑧ 監査役への報告に関する体制
ⅰ. 当社の取締役及び業務執行を担当する執行役員は、監査役の出席する取締役会・経営会議等の重要な会議

において随時その担当する業務の執行状況の報告を行う。
ⅱ. 当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社

グループに著しい損害を及ぼす恐れがある事実について、発見次第、直ちに当社の監査役または監査役会
に対し報告を行う。

ⅲ. 当社及び当社子会社の内部通報制度の担当部署は、当社グループの役員及び使用人からの内部通報状況に
ついて、定期的に当社監査役に対して報告を行う。
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⑨ 監査役に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
当社は、前項に従い当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨当社グループの役員及び使用人に周知徹底す
る。

⑩ 監査役の職務執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行につい
て生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が当社に対してその職務の執行について生じる費用の前払いまたは支出した費用等の償還、負
担した債務の弁済を請求したときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監
査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じる。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ. 代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監査役監査の環境の整備の状
況、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

ⅱ. 当社は、監査役会が、独自に弁護士との顧問契約を締結し、または、必要に応じて専門弁護士、公認会計
士の助言を受ける機会を保障する。

（体制の運用状況の概要）
内部統制につきましては、内部統制システムの整備及び運用状況のモニタリングを定期的に実施し、取締役会
がその内容を確認しております。
業務の適正を確保するための体制の運用につきましては、コンプライアンスの徹底、監査役への報告に関する
体制強化の観点から、取締役、監査役及び全ての従業員が必要な情報を共有するとともに、重要なリスクにつ
いて経営のマネジメントサイクルの中で統制し、リスクの低減を図っております。
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連結株主資本等変動計算書 （2022年6月1日から2023年5月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 2,131,733 532,933 7,448,995 △798,125 9,315,536
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △419,763 △419,763
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,075,389 1,075,389
自己株式の取得 △199,348 △199,348
自己株式の処分 △14,682 102,080 87,398
自己株式の消却 △148,986 148,986 －
利益剰余金から資本剰余金
への振替 163,668 △163,668 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 491,957 51,718 543,676
当期末残高 2,131,733 532,933 7,940,953 △746,407 9,859,212

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計そ の 他 有

価 証 券 評
価 差 額 金

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当期首残高 349,041 174,600 523,642 390,626 10,299,804
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △419,763
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,075,389
自己株式の取得 △199,348
自己株式の処分 87,398
自己株式の消却 －
利益剰余金から資本剰余金
への振替 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 99,368 62,982 162,351 △5,025 157,325

連結会計年度中の変動額合計 99,368 62,982 162,351 △5,025 701,002
当期末残高 448,410 237,583 685,993 385,600 10,930,806
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
連結子会社の数 ４社
主要な連結子会社の名称 近畿都市整備㈱

日本都市整備㈱
東北都市整備㈱
オオバ調査測量㈱

オオバ調査測量㈱については、株式の取得により連結子会社としたため、当連結会計年度より
連結子会社に含めております。

2. 持分法の適用に関する事項
　該当する事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を採用しておりま
す。
　ただし、同決算日から連結決算日５月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成業務支出金 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。
② 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等 時価法によっております。
以外のもの （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

③ デリバティブ取引 時価法によっております。
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建物（建物附属設備を除く） 定額法によっております。
連結子会社は定率法によっております。

建物（建物附属設備を除
く）以外の有形固定資産

定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ
ております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年均等償却してお
ります。

① 退職給付見込額の期間帰属
　 方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用
　 処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

③ 小規模企業等における簡便
　 法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

② 無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

③ 長期前払費用 均等償却しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。
③ 受注損失引当金 受注契約に係る損失に備えて、当連結会計年度末における損失見込額を計上しております。
④ 株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見込まれる額を計

上しております。

（4）退職給付に係る負債の計上基準

（5）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　主として、工事契約については履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認
識しており、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、工事原価総額に対する発生原価の割合に基づき算定しております。
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① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たすものについては、特例処理
を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 変動金利の借入金の金利変動リスクに対して金利スワップをヘッジ手段として用いておりま
す。

③ ヘッジ方針 資金調達活動における金利変動リスクの軽減を目的として、対応する借入金額を限度として取
引を行う方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によっ
て有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性
の評価を省略しております。

⑤ その他リスク管理方法のうち
　 ヘッジ会計に係るもの

資金調達取引のつど取締役会の承認を受け、取引の実行及び管理は財務経理部が行っており、
必要のつど取締役会に報告することで行っております。

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法

（8）その他連結計算書類作成のための重要な事項
支払利息の原価算入 事業規模が３億円以上で、かつ、開発期間が１年を超える不動産開発業務に係る支払利息は、

開発期間中のものに限り、取得原価に算入しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 1,470,605千円

場所 用途 種類 減損損失
宮城県仙台市 事業用 土地 432,040千円

〔会計上の見積りに関する注記〕
（工事契約における収益認識）
会計上の見積りにより当期に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼ
す可能性があるものは、次のとおりです。
（1）当連結会計年度に計上した金額

履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり認識した売上高　　　　　　　　　　15,409,530千円
（うち、期末に進行中の案件に係る売上高　　　　　　　  5,039,010千円）

（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
工事契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗率に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しており、

履行義務の充足に係る進捗度の見積もりは、工事原価総額に対する発生原価の割合に基づき算定しております。
収益の認識にあたり、工事原価総額の変動は、履行義務の充足に係る進捗度の算定に影響を与えるため、期末日における工事原

価総額を合理的に見積もる必要がありますが、工事は一般に長期にわたることから、当該見積りは、今後の工事の進捗に伴い、
施工中の設計変更や人件費、外注費等の変動等によって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の業績に影響を与える可能
性があります。

〔連結貸借対照表に関する注記〕

〔連結損益計算書に関する注記〕
減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、事業用資産については事業所単位で、賃貸不動産、処分予定資産については、個別物件単位でグルーピングを
行っております。

上記事業用土地については、売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定額等に基づき算定しており
ます
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当連結会計年度期首株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末株式数
（株）

発行済株式
普通株式（注）1 17,500,000 － 250,000 17,250,000

自己株式
普通株式（注)２,３ 1,378,147 266,165 422,300 1,222,012

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
（親会社）

ストック・オプション
としての新株予約権 － － － － － 385,600

合計 － － － － － － 385,600

2011年度新株予約権 2012年度新株予約権 2013年度新株予約権 2014年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 11,000株 8,000株 32,000株 41,000株

新株予約権の残高 11個 8個 32個 41個

2015年度新株予約権 2016年度新株予約権 2017年度新株予約権 2018年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 26,000株 42,000株 53,000株 63,000株

新株予約権の残高 26個 42個 53個 63個

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 発行済株式の普通株式の減少250,000株は、自己株式の消却によるものであります。
２. 自己株式の普通株式の増加266,165株は、取締役会決議による取得による増加266,100株及び単元未満株式の買取りに

よる増加65株であります。
３. 自己株式の普通株式の減少422,300株は、自己株式の消却による減少250,000株及びストック・オプションの行使によ

る減少172,300株であります。

2. 新株予約権等に関する事項

3. 当連結会計年度末における新株予約権に関する事項
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2019年度新株予約権 2020年度新株予約権 2021年度新株予約権 2022年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 100,000株 92,000株 99,400株 137,000株

新株予約権の残高 100個 92個 994個 1,370個

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年８月26日
定時株主総会 普通株式 241,827 15.0 2022年５月31日 2022年８月29日

2023年１月12日
取締役会 普通株式 177,935 11.0 2022年11月30日 2023年２月2日

（予定） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年８月25日
定時株主総会 普通株式 208,363 利益剰余金 13.0 2023年５月31日 2023年８月28日

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。

4. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
次のとおり決議を予定しております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 受取手形、売掛金及び契約資産 4,802,853

貸倒引当金（△） △44,824

差　引 4,758,029 4,758,029 －
(２) 投資有価証券

その他有価証券 1,051,071 1,051,071 －

〔金融商品に関する注記〕
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については余裕資金の範囲内に限定し、また、資金調達については銀行借入及び無担保社債の発
行によっております。デリバティブは、投機的な目的で取引を行わない方針で主に借入金の金利変動リスクを回避するために
利用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制
　営業債権（受取手形、売掛金及び契約資産）は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建営業債権は為替変動リスクに晒
されております。当社グループは与信管理をすべて社長決裁としており、取引先の信用状況をすべて本社で把握する体制をと
っております。投資有価証券のほとんどが株式であり、市場の価格変動リスクに晒されております。投資有価証券の運用は、
「有価証券の運用及び売買損益の会計処理に関する内規」に従い限定的なリスクの範囲内で行っております。上場株式につい
ては、毎月時価の把握を行っております。
　営業債務（買掛金）は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。資金調達は当社が行っており、短期借入金は主に営業
取引に係る資金調達であり長期借入金と社債発行は主に設備投資にかかった調達資金の借替えです。長期借入金の一部につい
て、支払利息の変動リスクを回避する目的で、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を行っております。金利スワップ取引
は期日前返済を行う場合に市場金利の変動によるリスクに晒されます。なお、金利スワップ取引の契約先はいずれも信用度の
高い国内の金融機関であるために、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。なお、社内規程に
基づき厳格に取引及びリスク管理の運営を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2023年５月31日現在（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。また、現金及び預金、買掛金、未払法人税等については、現金であること及び短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

（注）1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）受取手形、売掛金及び契約資産

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
ただし、契約当初より回収が長期にわたる予定のものについては信用リスクを加味した利子率にて割り引いた現在価値
によっております。

（2）投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

2. 投資有価証券のうち、非上場株式156,950千円については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること
ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上記に含めておりません。
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時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券
　株式 1,042,784 1,042,784
　投資信託 8,287 － － 8,287

資産計 1,051,071 － － 1,051,071

時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

受取手形、売掛金及
び契約資産 － 4,802,853 － 4,802,853

資産計 － 4,802,853 － 4,802,853

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価に算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式、上場不動産投資信託は相場価格によっており、活発な市場で取引されているため、レベル1の時価に分類してお
ります。

受取手形、売掛金及び契約資産
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及びリスクを加味した利率を基に割引現
在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時価
2,262,129 2,303,000

区分

財又はサービスの移転の時期

その他 合計一時点で顧客に移転さ
れる財又はサービスか

ら生じる収益

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ

スから生じる収益

建設コンサルタント業務 － 14,765,781 － 14,765,781

地理空間情報業務 － 3,507,031 － 3,507,031

環境業務 － 682,509 － 682,509

まちづくり業務 － 6,126,196 － 6,126,196

設計業務 － 4,450,043 － 4,450,043

事業ソリューション業務  137,339 643,748 － 781,088

顧客との契約から生じる収益  137,339 15,409,530 － 15,546,870

その他の収益（注） － － 100,648 100,648

外部顧客への売上高  137,339 15,409,530 100,648 15,647,518

〔賃貸等不動産に関する注記〕
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション等（土地を含む）を有しております。
（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づく金額、その他の

物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額であります。また、当連結会計
年度に新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって時価と
しております。

〔収益認識に関する注記〕
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,418,531 1,173,697
契約資産 3,414,855 3,629,156
契約負債 1,115,051 1,427,286

１株当たり純資産額 657円93銭
１株当たり当期純利益 66円74銭

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕４.会計方針
に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①顧客との契約から生じた債権、契約資産の残高等

（単位：千円）

契約資産は、工事の進捗に応じて認識する収益の対価に関する権利のうち、未請求のものであり、対価に対する権利が請求可
能になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えております。
契約負債は、顧客からの前受金であり、工事の進捗に応じ収益を認識するにつれて取り崩しております。

②残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は、8,117,341千円であります。当該残存履行義務は、概
ね2年以内に収益として認識すると見込んでおります。

〔１株当たり情報に関する注記〕
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〔企業結合に関する注記〕
　取得による企業結合
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　オオバ調査測量㈱
事業の内容　　　　公共測量及び民間測量

（2）企業結合を行った主な理由
まちづくりを核に総合建設コンサルタント業務を展開する当社と測量業務を主業とするオオバ調査測量

㈱の顧客基盤や業務の重複は少なく、幅広いシナジー効果が期待できることから、グループ経営の強化を
目的として、子会社化いたしました。

（3）企業結合日
2023年５月12日（みなし取得日 2023年5月31日）

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2023年5月31日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当連結会計年度に係

る連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　現金　　196,649千円
取得原価　　　　　　　196,649千円

４．主要な取得関連費用の内容及び内訳
アドバイザリー費用等　11,382千円

５．発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因
（1）発生した負ののれん発生益の金額

210,100千円
（2）発生原因

企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として計上しており
ます。
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　　424,928千円
固定資産　　 98,618千円
資産合計　　523,546千円
流動負債　　 76,788千円
固定負債　　 40,007千円
負債合計　　116,796千円

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当する事項はありません。
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株主資本等変動計算書 （2022年6月1日から2023年5月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資 本 準 備 金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計別 途 積 立 金 特 別 償 却

準 備 金
圧 縮 記 帳
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 2,131,733 532,933 － 532,933 800,000 31,179 897,932 5,528,083 7,257,195
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △419,763 △419,763
当期純利益 847,319 847,319
特別償却準備金の取崩 △31,179 31,179 －
圧縮記帳積立金の取崩 △9,583 9,583 －
自己株式の取得
自己株式の処分 △14,682 △14,682
自己株式の消却 △148,986 △148,986
利益剰余金から資本剰
余金への振替 163,668 163,668 △163,668 △163,668

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － △31,179 △9,583 340,649 263,887
当期末残高 2,131,733 532,933 － 532,933 800,000 － 888,349 5,832,732 7,521,082

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合　　計
その他有価証
券 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △798,125 9,123,735 349,041 349,041 390,626 9,863,403
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △419,763 △419,763
当期純利益 847,319 847,319
特別償却準備金の取崩 － －
圧縮記帳積立金の取崩 － －
自己株式の取得 △199,348 △199,348 △199,348
自己株式の処分 102,080 87,398 87,398
自己株式の消却 148,986 － －
利益剰余金から資本剰
余金への振替 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 99,368 99,368 △5,025 94,343

事業年度中の変動額合計 51,718 315,605 99,368 99,368 △5,025 409,949
当期末残高 △746,407 9,439,341 448,410 448,410 385,600 10,273,352

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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デリバティブ取引によって生
じる正味の債権（及び債務）
の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

建物（建物附属設備を除く） 定額法によっております。
建物（建物附属設備を除く）
以外の有形固定資産

定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によって
おります。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については３年均等償却しており
ます。

個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法によっております。
以外のもの （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。

（3）デリバティブ取引

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（2）無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

（3）長期前払費用 均等償却しております。
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① 退職給付見込額の期間帰属
　 方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処
　 理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。

完成工事高及び完成工事原価の
計上基準

主として、工事契約については履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき、
一定の期間にわたり収益を認識しており、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、工事原価
総額に対する発生原価の割合に基づき算定しております。

（1）ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たすものについては、特例処理
を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 変動金利の借入金の金利変動リスクに対して金利スワップをヘッジ手段として用いておりま
す。

（3）ヘッジ方針 資金調達活動における金利変動リスクの軽減を目的として、対応する借入金額を限度として取
引を行う方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によっ
て有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性
の評価を省略しております。

（5）その他リスク管理方法のうち
ヘッジ会計に係るもの

資金調達取引のつど取締役会の承認を受け、取引の実行及び管理は財務経理部が行っており、
必要のつど取締役会に報告することで行っております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

（2）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差
異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しており
ます。

（4）受注損失引当金 受注契約に係る損失に備えて、当事業年度末における損失見込額を計上しております。

（5）株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌事業年度において発生すると見込まれる額を計上し
ております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準

5. 重要なヘッジ会計の方法
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6．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。

（2）支払利息の原価算入 事業規模が３億円以上で、かつ、開発期間が１年を超える不動産開発業務に係る支払利息は、
開発期間中のものに限り、取得原価に算入しております。

〔会計上の見積りに関する注記〕
（工事契約における収益認識）

会計上の見積りにより当期に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
があるものは、次のとおりです。
（1）当事業年度に計上した金額

履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり認識した売上高　　　　　　　　　　14,536,589千円
（うち、期末に進行中の案件に係る売上高　　　　　　　  4,916,534千円)

（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表に同一の内容を記載しているため、個別注記表における記載を省略しております。
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1．有形固定資産の減価償却累計額 1,372,669千円

（1）短期金銭債権 485千円

（2）短期金銭債務 168,678千円

営業取引による取引高
売上高 14,113千円
仕入高 479,301千円

営業取引以外の取引による取引高 21,898千円

場所 用途 種類 減損損失
宮城県仙台市 事業用 土地 432,040千円

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

自己株式
普通株式 (注)１,２ 1,378,147 266,165 422,300 1,222,012

〔貸借対照表に関する注記〕

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

〔損益計算書に関する注記〕
1．関係会社との取引高

2．減損損失
当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社は、事業用資産については事業所単位で、賃貸不動産、処分予定資産については、個別物件単位でグルーピングを行ってお
ります。

上記事業用土地については、売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定額等に基づき算定しており
ます。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 自己株式の普通株式の増加266,165株は、取締役会決議による取得による増加266,100株及び単元未満株式の買取りによ
る増加65株であります。

２. 自己株式の普通株式の減少422,300株は、自己株式の消却による減少250,000株及びストック・オプションの行使による
減少172,300株であります。
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（繰延税金資産）
貸倒引当金 47,931千円
退職給付信託設定額 94,918
未払事業税 10,932
未払事業所税 3,438
投資有価証券評価損 31,570
減損損失 9,790
新株予約権 118,070
賞与引当金 160,367
資産除去債務 86,284
その他 47,234
繰延税金資産小計 610,541
評価性引当額 △103,352
繰延税金資産合計 507,188

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 159,746千円
前払年金費用 315,666
退職給付信託設定益 59,247
資産除去債務 59,043
圧縮記帳積立金 392,061
未収受取配当金 1,154
繰延税金負債合計 986,920
繰延税金負債の純額 479,731千円

法定実効税率 30.62％
（調整）
住民税均等割額 3.67
受取配当金益金不算入 △0.77
交際費等 1.38
役員給与損金不算入 0.01
評価性引当額の増減 △0.36
税額控除 △2.41
その他 △0.31
税効果会計適用後の法人税等負担率 31.83

〔税効果会計に関する注記〕
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率との差異の原因別内訳
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属 性 会社等の名称
又  は  氏  名

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 日本都市整備㈱ （所有）
直接 100.0％

業務委託
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収

130,000
130,000 － －

属 性 会社等の名称
又  は  氏  名

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役 員 及 び
その近親者 大塲　明憲 （被所有）

直接 2.80％ 当社名誉顧問 顧問報酬 12,000 － －

１株当たり純資産額 616円91銭
１株当たり当期純利益 52円59銭

〔関連当事者との取引に関する注記〕
1．子会社等

（注）貸付利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

2．役員及び個人主要株主等

（注）1．大塲明憲は、当社の代表取締役社長・会長として企業経営に携わってきた実績があり、長年の経験、知見、幅広い人脈等
をもとに、当社に対して助言指導を行っております。

2．顧問報酬額については、当社取締役会において決定しております。

〔収益認識に関する注記〕
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の〔収益認識に関する注記〕に同一の内容を記載

しているため、注記を省略しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
該当する事項はありません。
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